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要約

パプル期の地価高騰は、住宅系土地利用の駆逐、無秩序な再編を促している要因として

みられ、住宅系土地利用を維持、担保および秩序ある土地利用再編を誘導する施策が、バ

ブル以降に展開されている。

本稿は、住宅系土地利用の維持、確保、担保をねらいとしている都市計画告l鹿・事業が、

地価高騰期の東京都内の住宅系土地利用の展開に対してどの程度の効力を持っているのか

を、地価高騰期の土地利用の変化を比較、分析することにより検証する。

まず、「東京都都市計画地図情報システム」を用いてマクロ的な視点から分析する。さ

らに、住宅系土地利用が展開している地区環境と住宅系土地利用を担保する都市計画制度

の適用状況から、都内の 6地区についてミクロ的な視点から事例調査を行い分析する。

その結果、都心部では業務地化が進む中で、総合設計制度、地区計画制度などで住宅供

給を担保することにより住宅系土地利用が確保されていることが認められる。

また、密集市街地では、地区計画等により住宅の共同化と不燃化が進んでいることが認

められる。

さらに、住居専用地区をみると、都心周辺では市街地住宅総合設計制度等により集合住

宅と商業系との併用住宅の増加が、周辺区では、建築協定等により独立および集合形態の

専用住宅の増加が、郊外では、ビルトアップの初期の段階から地区計画制度を適用して良

好な住環境と独立専用住宅の展開が認められる。

以上より、地価高騰期においても、用途地域による住宅系土地利用の維持、ならびに地

区計画および総合設計制度などによる住宅供給を担保する制度の併用が行われているこれ

らの地区では、都心部・郊外部ともに、少なくとも床面積ベースにおいての住宅系土地利

用の維持、増加が確認された。
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1.はじめに

バブル期における地価高騰は、東京都心部では

人口の減少や土地利用の再編を進め、また郊外で

は秩序ある土地利用の展開を妨げている。

1986年から1991年の聞の区部の土地利用・建物

現況の変化については、「東京の土地利用一平成

3年東京都区部J(東京都都市計画局、 1993年)

に概要がまとめられている。それによれば、①建

物の総棟数については、都心部で減少、周辺区部

で増加している、②宅地全体の土地利用比率は微

増、宅地以外の土地利用比率においては、公園・

道路等が増加、未利用地・農用地が減少している、

③建築面積や延べ床面積ベースでみると区部全体

では事務所・集合住宅が増加、専用独立住宅が減

少している、④中高層化は区部全域で進んでいる

が、特に中心区や商業系用途(特に事務所・宿泊

遊興施設)で著しい、⑤不燃化が区部全域で進み、

1991年の不燃化率(耐火建築+簡易耐火建築の割

合)は建築面積の 5割強、延べ床面積の 7割弱に

至っている、といったことが明らかとなっている。

一方、この聞の都市計画制度についての動向を

みると、地価高騰による住宅系土地利用を維持、

確保する観点から、 1992年に都市計画法が用途地

域の細分化を主な内容として改正された。また、

地区計画制度、市街地住宅総合設計制度等によっ

て住環境の保全や、業務系施設との共存を可能に

する制度がノfブル期には数多く適用されている。

本稿は、このような全体的傾向を念頭に置きな

がら、住宅系土地利用を意識した整備が行われた

あるいは行われつつある地区に焦点を当てて、住

宅系土地利用を維持、担保する都市計画制度・事

業のねらいが、実際の土地利用にどのように反映

されているかを、サプエリア別あるいは地区別で

考察するものである。

2.都内のいくつかの地域における建物

用途の動向

以上の目的に沿い、次章以下では、住宅系土地

利用の増加を意図して具体的な整備事業あるいは

都市計画制度が適用されている地区における、土

地利用変容の実態を検討していくわけであるが、

本章ではそのプレ分析として、次章の検討対象地

区を含むやや広範囲の地域について、マクロレベ

ルにおける土地利用(データとしては建物用途現

況)の動向を明らかにしておくことにする。

資料として用いたのは、「東京都都市計画地図

情報システムJとして整備されている東京23区及

表 1 土地建物分類コード

コード 分 頬

111 公 官 公 庁 施 投

112 教 育 文 化 施 設
共

匿 療 施113 厚 生 設

114 系 供 給 処 理 8を 設

121 商 事 務 所 建 造 物

122 専用商業施設等

123 業 住 筒 併 用 建 物

124 宿泊 遊興纏設

125 系 スポーツ・興業旋設

131 
住居系

専 用 独 立 住 宅

132 集 a 住 宅

141 工 専用工緑、 作業所|

142 業 住居併用工場、作業場

143 系 倉庫、道繍関係絡設

210 
空

屋外利用地、仮設建物

300 
地

公園、 運動場等

400 系 来建築住宅、来利用地用途
改変中の土地

510 葉交 道 i~ 

520 鉄 道 . 港 t略 等

150 • 林 漁 業 施 投

611 農 国

612 業 畑

613 系 樹 国 地

620. 採 書E 放 牧 地

700 林 水面・河川・水路

900 野 原 野

800 系 森 林

220 そ の 他
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び多摩地域の建物用途現況ポリゴンデータ 1) で

ある。現在、 1986年(多摩地域は1987年)と1991

年(多摩地域は1992年)の2時点のデータが完成し

ている。建物 1棟ごとの形状、位置(精度は2500

分の l地形図程度)がワークステーション上の地

理情報システム (G1 S)で利用可能な形でデジ

タルデータ化され、さらに建物用途(表1にカテ

ゴリーコードを示す)、構造(表2にカテゴリー

表2 建物構造分類Jコード

コード 構 造

11 耐 火 造
耐入造構12 簡易 耐 火 造

21 防 火 造
造構木

22 木 造

9 不 明

コードを示す)、建築面積、延べ床面積等の情報

が属性データとしてデータベース化されている。

これらは図 1に示したように東西2.5km、南北1.

5kmの図郭 1枚を単位として 1つのディレクトリ

に収められている。以下では、この図郭ごとの上

記2時点 (5年間)の変化動向を記述する形で分

析を行うこととする。

2. 1 都心業務・住商混在地域(麻布)

表3は、 次章で扱う港区虎ノ門、三田地区を

含む図郭「麻布」における 2時点の建物用途現況

の変化を、用途別・構造別に集計したものである

(面積はd単位。小数点以下四捨五入)。また、図

2に建物棟数の 2時点間での増減を、図3に延べ

床面積の増減を示す。これらによれば、事務所及

び商業系用途や、専用独立住宅、集合住宅につい

て耐火建築の増加が認められる一方、独立住宅の

防火木造・木造の減少が著しい地域であることが

わかる。全体として、事務所化と集合住宅化への

圧力が強く作用し結果として不燃化が進んでいる

地区と言えよう。その中で次章では、市街地住宅

総合設計制度の適用により、非住宅系用途から併

用集合住宅への変化が見られる 2つの地区の土地

利用変化を検討する。

2. 2 密集住宅地域(三軒茶屋)

表4は、次章で木賃密集地区の例として検討す

る世田谷区太子堂地区を含む「三軒茶屋Jの図郭

の建物現況の変化である。上記同様、図4に棟数

の増減、図5に延べ床面積の増減を示す。これら

から、専用独立住宅では耐火構造が減少、逆に簡

易耐火や防火木造の増加が見られることがわかる。

反面、集合住宅では、耐火・簡易耐火が増加、防

火木造・木造が減少している。併用商業でも同様

の傾向が見られる。教育・文化施設や事務所でも

耐火構造が増加している。大局の傾向として、棟

数では防火木造を中心とした独立住宅の増加が見

られるが、延べ床面積では耐火構造、その中でも

集合住宅が大きく増加している地域である。次章

では、地区計画及び市街地住宅密集地区再生事業

により独立住宅から集合住宅への変化が見られる

地区をミクロレベルの検討の対象として取り上げ

る。

2. 3 都心住宅地域(小石川)

表5、図6、図7は、文京区目白台地区を含む

「小石川」の図郭の変化動向を示したものである。

事務所、併用商業、専用独立住宅、集合住宅、併

用工場それぞれに対する耐火構造が増加し、事務

所を除く同様のカテゴリーに対する防火木造、木

造の減少が認められる。延べ床面積の増減傾向か

らは、不燃化と集合住宅化が着実に進行している

地区として位置づけられよう。次章では、総合設

計制度により、独立住宅から集合住宅への変化が

見られている地区の状況を次章に示す。

2. 4 専用独立住宅地域(深沢)

表6、図8、図9は、世田谷区深沢地区を含む

「深沢」の図郭の 2時点聞の変化動向である。専

用独立住宅において、簡易耐火・防火木造が増加、

木造が減少するという傾向にある。集合住宅では、

耐火・簡易耐火・防火木造が、併用商業において

も、耐火・簡易耐火が増加している。全体として

は、住居系中心の市街地の中で難不燃化進む地域

として位置づけられよう。次章では、用途地域
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表3 図郭「麻布Jの建物用途現況
(左:1991年、右:1錦6年)
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表4 図郭「三軒茶屋」の建物用途現況
(左:1991年、右:1986年)
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表5 図郭「小石川jの建物用途現況
(左;1鈎1年、右;1986年)
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表6 図郭「深沢Jの建物用途現況
(左:1991年、右:1986年)



1997 第62号総合都市研究

，" 112 113 114 121 122 ¥23 124 125 131 132 141 142 143 150 210 3∞4∞510 612 613 

伺量量

輔

m'ea'aR

16 

棟数の増減(深沢)

2.2 

21 
構造

12. 

11 
・園田園圃・

510 612 613 

国8

函9

122 123 124 125 13¥ 132 14¥ 142 

用途

延べ床面積の増減(深沢)

(
主
〕
岨
隅
智

e岨
情
園
田
叫
慣
て
岨
同



橋本・玉)11:地価高騰期における東京都内の住宅系土地利用の変化

11.機敏

平会合均社ft.1聾匝Sぺ簸鋼電面面床面積積積

"' 

何百翠i諮畠Ei. 
"'1 含g線平古出放酢時壮建B麗怪E鏡aぺぺE面面底床積積甜面積糟

•
21

1 機倉倉平社微社時E瞳建策策ぺ面面床宿積積面高積値

122 率含棟合率時皇計E恒賞十証B強怪BペS績ペ康面面康lf.積積司E積種

123

1率機含合忠敏信計信壮号正t2感E佳2鏡ぺペ績面床面康面積積簡積施

12‘ 

ト'ffi

同1

132 棟含平合思敏E時E由h十T延E2経S2ペペ損2傷際床面面康面蘭積積積諸

". 練含早倉率鉄Zt出埠十tli!笹橿白書ペぺ鏡穣面E床康面積積蘭積稽

'" 

同izi: 
150 機台率合..数社骨壮臨醤盤麗益錆務ペぺ面面床康積積面前積稽

210 繍率合零a鰍社阻時針12僅建E2ぺa築べ，面面床底面積積面温積

300 線皐合平合数社計信埠k建EE建Eべぺ概銭面面床康面置概積積積

'00 棉合寧含平敏壮計極均2建延量2べべ鏡鰻面面床康面置積積彊積

'" 

同3翠iE現轟

表7 図郭「小山西都」の建物用途現況
(左:1992年、右:1987年)

2 。 2 2 7 
"・8 。 ..， 

1国42旧25212宮4H舵1田:1 41' E 17 

tS5FS2 7 ~I 国" 

11 4 7 ，。 32 
3747 162・ 1412 1334 

18722512S2244 8 21 1 341 ‘07 202 "3 
1，，se，a， . ，e42S8 7 .8・a50， 33，4s8 g 

2 1 2 。
615 .88 2田 。 1田e
338 '掴 .0. 。 213 

138535 0 2a7?7 ? 4，0a5 ， 。 241t3，2 a 

s e 。 。 s 
74 o o 。 74 
25 。 。 。 25 

17P5 4 
。 。 gL_ ~: 

3 4 9 。 16 
7田 1田 .63 01 1346 
233 " .. 。 .. 
1，6gS2 7 8，1a 1 '" ~I 2~~ 70 

3 2 4 .0 
349 "・ ..5 276 .49 

"' ". 93 •• 95 

eを岨回 1133' 8 ，s，s s 2~:\ '~個21 
3 5 " 12 42 

'" 
6回 2214 

.768713645 園S93，田，82sal 1 l .8 136 '0' 

18219 2 
2220 4815，6 s 

1 。 ' 。 2 
92 。 '86 。 ". .2 。 4・6 。 霊園

1E885 5 o 9a7，2 ， 
。 1s15，6 a 

a 。 。 1 
133 。 。 。 133 
133 。 。 。

1m，3s3 gsl l 123a3 a o o 。

'‘ 47 1182 ，.‘ 1757 
1011 踊回 g田n 36781 121451 
12 J6 6. 12 .. 

2115・87 eS1448 3 V$162218 7 S個'師7 2107'240 6 

3 34 •• 7 125 

". 唱団 8752 6821 14284 
18. 127 .0・ 97 "' 923716 1P '3，，0・， 172，冊" ~~l ~8:~~ 
2 2 13 81 25 

31' 2・5 .39 "喧 2084
157 13. 72 71J 83 

31783 6 522S' S Ta2，05 7 7::1 3~! 
2 。 s 01 

239 。 470 01 凹
120 。 94 01 101 

31573 7 
。

J包E含量9 ~ o 
。 5 e 81 19 
。 5・6 330 8101 1486 
。 10. 55 761 78 
。

1224S・O 'OS 6j~1 2~:! 
。 1 2 e ' 。

" 
，。 430 '49 

。

" .. 72 " 。
2E' g 1287 ・ 4~~i 5:: 。

。 1 ， 。 § 

。 3J 257 。 '" 。 3J e‘ 。 59 
。 :iL_ _~ 。 '51 
a o s 。 e 

，.. o 170 o 359 
63 B " 。 60 

2985 4 gl ~:~ ~f ~~: 
2 e 8 。 16 
J3 ， .. 758 。 1128
3J .. 95 。 70 

27325795 0 181皇16a 。 2116305 

。 3 6 2 9 
。 開 ... '04 .21 
。 •• n 52 6・

。，1V766 82548 8 '0S・:1 1~:: 
。 t a‘ 。 s 
。 76 '" 

。 ，.・
。 J6 55 。 60 

。，2522' sea， ， 
:1 ;~・1 

。 s 2 1 e 
。 3蝿 12・ 71 3.' 
。 63 63 71 " :1 __: 21s2g ， "1411 舵1827 

。 。 s 。 a 
。 o ， .. 。 ， .. 
。 。 .. 。 .. 
。 。 212 。 272 

。 。 2 。 2 
。 。 ." 目 '" 。 。 J3 。 J3 
。 o 

214" 6 
。

23・963 

lliJ 
7 

3 

17 



1悌7第62号総合都市研究

111 112 113 114 121 122 123 124 125 131 132 141 142 143 150 210 300 4∞ 812 813 620 800 ぽ拘

問調色

岨

m'ea帽
轟
轟

18 

練数の増減(小山西部)
国 10

戸

W
E
}
岨
周
寮

G
緩
慢
叫
慣
ザ
、
叫
同

111 112 113 ¥14 121 122 123 124 125 131 132 141 142 143 150 210 3ω4∞釧2813 820 磁路骨∞

用途

延べ床面積の増減 (/J¥山西部)
図 11



橋本・玉川1:地価高騰期における東京都内の住宅系土地利用の変化 19 

表8 調査地区の選定基準

地区環境 基準

都心業務地 港区を対象に以下の要件をともに満たしている地区を抽出

①1988-何年の人口減少率治宝209もを超える町丁目(港区全では16%の減少) (資料:住民基本台帳)

②1993年の人口密度が7，5∞人/K.m'未満の町丁目(港区全体では7，523人) (資料:住民基本台帳)

③当該町丁目の用途地域が概ね「商業地域Jである町丁目

住商混在地区 港区で「近隣商業地域Jもしくは f住居地域Jに該当する町丁目

住居専用地区 文京区、世田谷区および町田市を対象に「第一種住居専用地域jおよび f第二種住居専用地域jを

包含する町丁目 (19何年4月1日現在)

木賃密集地区 世田谷区を対象に f市街地住宅密集地区再生事業jの該当町丁目

の強化により良好な低層住宅地が保全されつつ集

合住宅化も若干見られるている地区を取り上げて

いる。

2. 5 郊外住宅地域(小山西部)

表 7、図10、図11は、町田市の小山ニュータウ

ン地区を含む「小山西部」の図郭の動向である。

専用独立住宅における木造の減少と防火木造の増

加、集合住宅での簡易耐火・防火木造の増加が特

徴的である。次章では、地区計画指定により、低

未利用地から独立住宅への誘導が認められる地区

を考察する。

3.事例調査からみた住宅系土地利用の変化

ここでは、前章のマクロレベルの土地利用分析

をふまえ、地価高騰期に都内の住宅系土地利用が、

どのように変化したかを、ミクロ的な視点に立ち、

住宅系土地利用を維持、担保する都市計画制度、

事業との関係から分析する。

3. 1 調査の方法

調査地区を選定するにあたっては、原則として

住宅系土地利用制度・事業の適用状況と住宅系土

地利用が展開されている地区環境をふまえて選定

する。

地区環境については、表8の基準に従って設定

し、調査地区を図12に示すエリアとする。

調査内容は、 1985年時点の土地利用(住宅地図

から把握)および1995年時点の土地利用(現地調

査)から主として住宅系土地利用の動向について

と都市計画制度の適用状況を把握する。

なお、選定に際して、用途地域等の都市計画に

関する規制については、 1995年 4月時点で施行さ

れているもの(改正前の用途地域)である。

3. 2 調査結果と若干の考察

(1) 地区環境別の土地利用の特徴

図13は、各地区の土地利用調査結果である。調

査地区ごとの土地利用用途切厨積の割合は、表9・

101こ示すとおりである。地区環境別の土地利用の

特徴と都市計画制度との関係は以下のとおりであ

る。

①都心業務地の住宅系土地利用

都心業務地区(港区虎ノ門)では、最も多い土

地利用は非住宅系 (50%)である。住宅系の土地

利用(専用独立住宅、専用集合住宅、併用独立住

宅および併用集合住宅の合計、以下同じ)は30%

である。

1985年との比較では、住宅系土地利用が4ポイ

ント増加している。とくに、併用集合住宅による

住宅供給が住宅系土地利用の増加に影響を与えて

いる。これは、当地区が住宅系土地利用を担保す

る地区計画2) および市街地住宅総合設計制度3)

による市街地再開発をこの10年間で展開している

結果である。

また、低未利用地は13%を占め、他地区と比べ
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.港区虎ノ門(都心業務地) ・港区三国(往商混在地区)

-文京区目白台(住居専用地区) ・世田谷区太子堂(木賃密集地区)

-世田谷区深沢(住居専用地区) 田町田市小山ニュータウン(住居専用地区)

5oom 0 500 

国土地理院地形図を調整

図 12 調査地区
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-港区虎ノ門(1985年)

-港区三田 0985年)

.文京区目白台 0985年)

国土地利用図:凡例

創港区虎ノ門(1995年)

-港区三回(1995年)

.文京区目白台(1995年)

画記用途地域名

回建蔽率(%)

圏容積率(%)

o 1020 30 40 50 

100 

ヒ=ロ====::1

100m 

(町田市小山ニュータウンのみ)

注)1995年の用途地域、建蔽率、容積率は、平成4 (1992) 
年の都市計画法の改正による見直し案を示す。

図 13・1 調査地区の土地利用状況
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-世田谷区太子堂(1985年)

-世田谷区深沢 0985年)

l=flft.fJ' 
団圏

-町田市小山ニュータウン(1985年)

総合都市研究第62号 1997

-世田谷区太子堂(1995年)

-世田谷区深沢 (1995年)

園町田市小山ニュータウン(1995年)

図 13-2 調査地区の土地利用状況
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表9 地区別の土地利用面積 (1985年) 数値はd但し( )内は比率%

地区 港区 港区 世田谷区 文京区 世田谷区 町田市

虎ノ門 コ田 太子堂 目白台 深沢 小山NT

~-一-------一-一--』一一--------..一トーー---_.ー-_..-ト一一.._._..ー._--ト一一-_.._.ー----ト一一・ー---ー---ード一一-_.._.._-ー--
地区環境 都乙業務地 住商混在 木賃密集 住居専用 住居専用 住居専用

都官十画等 市住総 市住総 地区計画 総合競十 用途強化 地区計画

専用独立住宅 1，970 (16. 2) 。(0.0) 9，760 (38.9) 6，410 (47.6) 12，210 (72. 2) 12，460 (15.1) 

専用集合住宅 1，130( 9.3) 1，600 (22.8) 4，300 (17.1) 3， 150 (23. 4) 1， 070 ( 6.3) 790 ( 1. 0) 

併用独立住宅 80( 0.7) 。(0.0) 3，400 (13.6) 1，130 ( 8.4) 730( 4.3) 820( 1.0) 

併用集合住宅 。(0.0) 1，010 (14.4) 510 ( 2.0) 110( 0.8) O( 0.0) 。(0.0) 

'非住宅系 7，480 (61. 4) 3，850 (54. 8) 1，270 ( 5.1) 1， 770 (13.1) O( 0.0) 390( 0.5) 

低未利用地等 700( 5.7) 450 ( 6.4) 560( 2.2) 140 ( 1. 0) 1，290( 7.6) 140( 0.2) 

その他(道路等 830( 6.8) 110( 1.6) 5，290 (21.1) 770 ( 5.7) 1，600( 9.5) 67，820 (82. 3) 

合 計 12，190 (100.。7，020 (100.。25，090 (100.。13，480 (100.。16，900 (100.。82，420 (100.。

表10 地区別の土地利用面積 (1995年) 数値はrrl但し( )内は比率%

地区 港区 港区 世田谷区 文京区 世田谷区 町田市

虎ノ門 三回 太子堂 目白台 深沢 小山NT

一-_.._-ー-ー---ー--------ー-_.._-ーー---------ー-ーf-----.------ーー-------_._--f----------ー-ーー._---_.._----
地区環境 都L喋務地 住商混在 木賃蜜集 住居専用 住居専用 住居専用

都精十画等 市住総 市住総 地区計画 総合欝十 用途強化 地区計画

専用独立住宅 560 ( 4.6) 。(0.0) 6，890 (27.5) 5，480 (40. 7) 10，600 (62. 7) 14，400(17.5) 

専用集合住宅 980 ( 8.0) 960 (13. 7) 4，840(19.3) 3，570 (26. 5) 3，490 (20. 7) 6，080( 7.4) 

併用独立住宅 420( 3.4) O( 0.0) 3，430 (13. 7) 510 ( 3.8) 530 ( 3.1) 370( 0.4) 

併用集合住宅 1，740 (14. 3) 3，940 (56.1) 2，110( 8.4) 2， 190 (16. 2) O( 0.0) 。(0.0) 

非住宅系 6，080(49.9) 2，030 (28. 9) 340 ( 1. 4) 700 ( 5.2) O( 0.0) 1，460( 1.8) 

低未利用地等 1，600 (13.1) O( 0.0) 1，910( 7.6) 250 ( 1. 9) 680( 4.0) 590 ( 0.7) 

その他(道路等 810 ( 6.6) 90( 1.3) 5， 570 (22.2) 780( 5.8) 1，600( 9.5) 59，520 (72. 2) 

合計 12， 190 (100.。7，020 (100.。25，090 (100.。13，480 (100.。16，900 (100.。82，420 (100.。
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て比率が高く、 10年間で7ポイント増加している

ことから、都心業務地での低未利用地化が急速に

進んでいる実態が読みとれる。

②都心部の住商混在地区での住宅系土地利用

都心部の住商混在地区(港区三田)では、最も

多い土地利用は併用集合住宅 (56%)である。

1985年との比較では、住宅系土地利用が33ポイ

ント増加している。虎ノ門地区と同様に併用集合

住宅による住宅供給が住宅系土地利用の増加に影

響を与えている。これは、当地区が住宅系土地利

用を担保する市街地住宅総合設計制度4)による

市街地再開発をこの10年間で展開しているためで

ある。

③木賃密集地区の住宅系土地利用

木賃密集地区(世田谷区太子堂)では、最も多

い土地利用は専用独立住宅 (28%)である。住宅

系の土地利用は69%である。

1985年との比較では、集合住宅(専用、併用)が

9ポイント増加している。一方、独立住宅(専用、

併用)は11ポイント減少している。これは、当地

区で木造密集市街地の再整備を進めるため、地区

計画5)および市街地住宅密集地区再生事業をこ

の10年間で展開している結果とみることができる。

また、低未利用地は8%を占め、 10年間で5ポイ

ント増加しているが、これは、敷地の共同化や個

別建て替えにより、宅地が暫定的に低未利用地

(空地)となっているものが含まれいるためである。

都心業務地での、いわゆる「地上げ」による低未

利用地化の背景とは異なるとみることができる。

④住居専用地区の住宅系土地利用

住居専用地区での専用住宅(独立、集合)の割

合を地区別でみると、文京区目白台では67%、世

田谷区深沢では83%、町田市小山ニュータウンで

は25%(当該地区は農地等の土地利用が最も多く、

その範鴎である「その他」が72%で最も多い。つ

いで住宅系土地利用が多い。)である。

住居専用地区は、他用途の展開が比較的制限さ

れる用途地域であり、専用住宅の割合の変化から

住宅系土地利用の担保状況をみる。

1985年と95年との比較でみると、文京区目白台

では、 4ポイントの減少、世田谷区深沢では 5ポ

イントの増加、町田市小山ニュータウンでは 9ポ

イントの増加となっている。都心部で若干の減少

が認められるものの、併用住宅を加えた住宅系全

体の土地利用は増加している。住居専用地域の用

途地域の指定が住宅系土地利用を担保する制度と

して有効な手法であると考えられる。

(2) 土地利用転換の傾向

①転換傾向の把握方法

ここでは、調査地区の土地利用変化がどのよう

な用途間で展開しているかを把握する。

調査地区の土地利用転換の動きについては、現

在の建物棟数に対して土地利用転換が行われた件

数の比率でその活発さを把握する。

例えば、現在の建物棟数が 100棟あるこつの調

査地区をみた場合、建物用途転換が過去10年間で

50件認められる地区、 20件認められる地区とでは

前者の方が土地利用転換の動きが活発であるとみ

ることができる。

全建物棟数に対する土地利用転換件数を土地利

用転換係数として便宜的に算定し、この係数が大

きいほど土地利用転換の動きが相対的に大きいと

みる。

土地利用転換係数=(1985年から1995年での建

物用途転換件数+1995年時点の建物棟数)

なお土地利用転換件数のカウントの方法は図14

のとおりである。

【過去】 【現在】 [カウント】

建替型亡己...1* ffl ii ~ 1 == 1 {!f:t*?Jト

共同化型回目時 1. ê' iì~l==山川

断値目回=…
図 14 土地利用転換件数のカウン卜方法
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②分析結果

分析結果は表11のとおりである。調査地区で相

対的に土地利用転換が活発な地区は、港区虎ノ門

(都心業務地)である。また、比較的土地利用が

安定している地区は世田谷区深沢(住居専用地区)

である。

次に、地区別の土地利用転換パターンを住宅系

用途の観点から表12に整理する。

都心業務地(港区虎ノ門)では非住宅系用途か

ら併用集合住宅による住宅の確保が認められる。

表 11 地区別の土地利用転換件数

都心部の住商混在地区(港区三田)では非住宅

系用途から併用集合住宅による住宅の確保が認め

られる。

木賃密集地区(世田谷区太子堂)では専用独立

住宅の集合住宅化と低未利用地化が認められる。

住居専用地区(文京区目白台、世田谷区深沢)

では専用独立住宅の集合住宅化が認められる。ま

た町田市小山ニュータウンでは専用独立住宅のビ

ルトアップが認められる。

地区 港区 港区 世田谷区 文京区 世田谷区 町田市

虎ノ門 三回 太子堂 目白台 深沢 小山NT

ト-----一一---一--トー一---_..一一トー----..--一--ト-一---一---一r-------一--ト.._--_.._-_..ードー-----_..一--

地区環境 都心業務地 住商混在 木賞密集 住居専用 住居専用 住居専用

都市計画等 市住総 市住総 地区計画 総合設計 用途強化 地区計画

全建物棟数 28 1 7 198 44 75 121 

利用転換件数 45 1 0 112 23 1 4 50 

利用転換件係数 1. 6 1 0_ 59 0_ 57 0_ 52 0_ 1 9 O. 41 

表 12 地区別の土地利用転換パターン

l¥1995年 専用 専用 併用 併用 非住宅系 低未利用地

1985年¥独立住宅 集合住宅 独立住宅 集合住宅 等

専用 ③④⑤ ③ 
独立住宅 ④ ① 

専用
集合住宅

併用
独立住宅

併用
集合住宅

非住宅系 ①② 

低未利用 ⑥ 
地等 ⑤⑥ ② 
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(3) 土地利用ならびその動向と都市計画制度

これまでの分析結果を表13に整理する。これに

基づいて、現況土地利用および土地利用転換の動

向と都市計画制度、事業の関係について若干の考

察を加える。

①都心部の土地利用と住機能

港区はここ10年間で人口減少が著しく 6)、また

地価高騰が沈静化したものの、依然、地価水準は

他区市に比べると相対的に高い状、況にある7l。こ

のような環境は住宅系土地利用の維持・確保にとっ

てはかなり厳しい状況にあると考えられる。

事例調査にあげた地区では、地区計画制度や市

街地住宅総合設計制度により、形態としての住宅

系土地利用の確保が検証された。

しかし、住機能の確保を都市計画制度として設

けても、実際は住戸が事務所に転用されたり、ま

た住宅の価格が高地価を反映するために、高額に

なり、入居者が限定されることなどから、有効な

住宅機能確保の施策に結び、っきにくい実態もみら

れることに留意する必要もある 8)。

②木賃住宅密集地区と市街地環境の改善

木賃住宅の密集地区である世田谷区太子堂二・

三丁目地区の最近10年間の土地利用動向をみると、

専用独立住宅が専用集合住宅や低未利用地に転換

しているパターンが多い。

世田谷区では昭和58(1983)年から木賃事業を

展開し、地区の住環境の改善を進めている。平成

2 (1990)年には、公園広場の確保、道路の拡幅

などによる市街地環境の改善を定めた「地区計画」

(太子堂二・三丁目地区)を都市計画決定し、都

市計画事業だけでなく都市計画制度の面からも市

街地環境の改善を実現しつつある 9)。

その結果、敷地の共同化などにより、調密な市

街地に空間が確保され住環境の改善が実現しつつ

ある。

③住居専用地区の土地利用

今回分析の対象とした地区はいずれも調査地区

の大半が第一種もしくは第二種住居専用地域に指

定されており、住居系以外の用途が展開しにくい

環境にある。したがって、土地利用転換について

も、用途転換ではなく、住宅の集合化という形態

転換が基本的なパターンとなって認められる。

文京区目白台二丁目は、地区の大半が1995年現

在、「第二種住居専用地域」に指定されており、

土地利用の動向も独立住宅から集合住宅への動き

が主なもので、住宅系の土地利用は基本的には維

持されている。また、目白通り沿いでは業務地化

が進みつつあるが、「総合設計制度」を適用した

開発もみられ10)、業務機能と住機能の共存・維持

が図られている。

世田谷区深沢六丁目は、 1995年現在、中高層住

宅に係る良好な住居の環境を保護することを定め

た地域である「第二種住居専用地域」に指定され

ているが、専用独立住宅の割合が全建物の 8割近

くを占め、また建築協定11)も定められているこ

となどから良好な低層住宅地を形成している。こ

のような土地利用の実態を都市計画制度の面から

も担保するために1996年に予定されている用途地

域の見直しでは、主として低層住宅に係る良好な

住居の環境を保護するために定めた地域である

「第二種低層住居専用地域」に指定が予定され、

土地利用規制が強化される。

郊外の大規模宅地開発の事例である町田市小山

ニュータウンは、第一種住居専用地域に指定され

ているが、併せて、大規模宅地開発において良好

な住環境を担保するために、ビルトアップの初期

段階から地区計画制度12) を適用している。

住宅系土地利用の観点から地区計画をみると、

都心部では住宅系土地利用の維持・保全を目的と

しているが、郊外では、宅地開発の初期の段階か

ら住宅系土地利用を質的な側面から担保する動き

が散見される。用途地域制と地区計画制度の組み

合わせによる住宅系土地利用の担保の方向が示唆

される。

これらのことから、地価高騰期ににおいても、

住居専用地域、とくに「第一種住居専用地域」で

は、当該地域の趣旨である住機能の維持(改正前

の都市計画法が定める「低層住宅に係る良好な住

居の環境を保護するため定める地域J)に沿った
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表 13 土地利用とその動向

地区 港区 港区

虎ノ門 =回

地区環境 都心業務地 住商混在

都市計画等 市住総 市住総

主な土地利用 非住宅系 {井用

集合住宅

土地利用転換 活発 一

過 非住宅 非住宅

土地利用 去
転換 一 l l 

パターン 現 併用 併用

在 集合住宅 集合住宅

土地利用が維持・展開されている。

また、土地利用実態からみて、住宅系用途の規

制強化が可能な地域についても、改正前の用途地

域制が定める「第二種住居専用地域Jから、改正

後の用途地域制が定める「第二種低層住居専用地

域J(改正前の第一種住居専用地域に該当)に土

地利用規制が実施されている。

さらに、住宅系土地利用は、用途地域制によっ

て形態的に担保されているが、それを補完するも

のとして地区計画制度、建築協定などによる住環

境の質的な担保が図られつつある。

4. おわりに

以上、地価高騰期における東京都下の住宅系

土地利用について、マクロレベル・ミクロレベル

両面での分析を試みた。両分析を横断的にみるこ

とにより、都内における住宅整備の諸相を以下の

ようにまとめることができる。

すなわち、都心部の 2つの例(港区虎ノ門、三

田)は、広域的には業務地化が進む中で総合設計

制度・地区計画制度などで住宅供給を担保するこ

とにより、住宅系土地利用を確保しようとする試

世田谷区 文京区 世田谷区 町田市

太子堂 目白台 深沢 小山NT

木賃密集 住居専用 住居専用 住居専用

地区計画 総合設計 用途強化 地区計画

専用 専用 専用 専用

独立住宅 独立住宅 独立住宅 独立住宅

一 一 不活発 一

専用 専用 専用 低未利用地

独立住宅 独立住宅 独立住宅

i l l 1 
専用 専用 専用 専用

集合住宅 集合住宅 集合住宅 独立住宅

低未利用地

みとして位置づけられ、実際、にその効果を上げて

いる実例と言えよう。

また、世田谷区太子堂の密集住宅地の実例では、

棟数ベースで専用独立住宅が一定比率維持されつ

つ、床面積ベースでは集合住宅化が同時平行して

進みつつある地域において、後者の傾向を促進す

るための整備事業(地区計画及び市街地住宅密集

地区再生事業)を指定することの意味が地区レベ

ルの検討において再確認されたと言える。

さらに、住居専用地区を中心とする 3つの例は、

都心からの距離を大きな要因としてそれぞれ地区

変容の動向が異なる中で、住宅系土地利用を確保

しようとする地区類型として捉えることができる。

すなわち、都心隣接区で全用途的な不燃化と集

合住宅化が着実に進行する中で、商業系用途との

併用という形で住宅を確保するために総合設計制

度が有効に使われている例(文京区目白台)、周

辺区の住居系中心の市街地で難不燃化が進む地域

において、良好な低層住宅中心の環境を維持しよ

うとする用途地域強化の例(世田谷区深沢)、郊

外住宅地において、独立専用住宅地化を地区計画

指定により展開している例(町田市小山ニュータ

ウン)である。
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これらのことより、異常な地価高騰を記録し、

区部全体では事務所用途の増大を見た時期におい

ても、いくつかの都市計画制度と整備事業を組み

合わせることにより、少なくともそれを意図した

地区においては、ヴォリュームとしての住宅系用

途の確保は行われてきたと見ることができょう。

しかしながら、より広域的かっ一般的な住宅系用

途の担保をどう考えていくのか、また、上記のよ

うな諸制度が、施設としての住宅を供給させるこ

とができても、住空間として十分機能させること

ができているのか、といったことは今後検討すべ

き課題である。

注

1) i東京都都市計画地図情報システム」には土地利用

現況のデータもあるが、各建物の敷地単位でポリ

ゴン化されているものではないため、より詳細な

実態を反映していると思われる建物用途現況の方

を用いた。また、この部分は、東京都立大学都市

研究所共同都市研究第2プロジェクト「大都市地

域の地域情報と空間システムに関する計画論的研

究」の中で、東京都都市計画局よりデータを借用

し、その一環としても行われたものの一部である。

2) i六本木・虎ノ門地区」地区計画 (1989年7月5臼都

市計画決定)10.5ヘクタールの一部、地区計画の

ねらいは「地区計画内の開発に併せ、定住性のあ

る住宅を確保するとともに居住環境の整備を行い、

良質な市街地の形成を図る」である。

3) i神谷町プロジェクトJ0990年8月21日認可)敷地

面積5，943nf、延べ面積45，921nf、住戸数36である。
4) i三回 JビルJ0990年12月26日許可)敷地面積

1，499nf、延べ面積7，336nf、住戸数8である。
5) i太子堂二・三丁目地区」地区計画 0990年12月6

日都市計画決定)35.6ヘクタールの一部、地区計

画のねらいは「修復型まちづくりにより、木造密

集市街地の土地利用の適正化と災害に強い市街地

への誘導、形成を図る」である。

6)国勢調査によると、港区の人口は194，591人 0985
年)、 144，745人 0995年)である。

7)地価公示 0996年)によると、住宅地の平均価格

は、港区で1，060，300円/nf、渋谷区で823，3∞円/

d、世田谷区で578，9∞円/nfである。
8)野口和雄「用途地域等見直しの趣旨と問題点」、

『都市問題J4月号、 p.20，1995.
9)寺尾仁「木賃地区内の住宅の建替え・供給」、『都

市問題J1月号、 p.61-88，1993.
10) i目白台二丁目MJ0991年2月4日認可)敷地面積

1，850nf、延べ面積9，845nf、住戸数38である。
11) i世田谷区深沢六丁目建築協定J09朗年2月1日認

可)0.63ヘクタール、この協定では建築物の最高

高さ10m、共同住宅における住戸の最低床面積29
d以上、駐車場およびゴミ置場面積の基準等を定

め、優れた住宅の環境の維持および向上を図るこ

とをねらいとしている。

12) i小山サニータウン地区」地区計画 0993年2月2日都

市計画決定)6.3ヘクタール、地区計画のねらいは

「宅地造成により公共施設の施設整備が行われた区

域について良好な住環境の形成保全を図る」である。

文献一覧

1)石田頼房『日本近代都市計画の百年』自治体研究

社， 1987. 
2)鵜野和夫『新訂・都市開発と建築基準法』清文字土，

1994. 
3)世田谷区住宅政策室『世田谷区住宅整備方針J世

田谷区， 1992. 
4)都留重人『地価を考える』岩波書J苫， 1990. 
5)東京都企画審議室『東京の土地』東京都， 1992・

1993・1994・1995.
6)東京都住宅局『東京都住宅マスタープラン』東京

都， 1991. 
7)東京都住宅局『東京都住宅白書』東京都， 1992・

1993・1994・1995.
8)東京都都市計画局『建築統計年報』東京都， 1995. 
9)東京都都市計画局『都市計画のあらまし』東京都，

1996. 
10)東京都都市計画局『東京都市白書 '96J東京都，

1996. 
11)文京区『文京区住宅マスタープラン』文京区， 1992. 
12)町田市建設部『町田市住宅マスタープランJ町田

市， 1993. 
13)港区住宅対策室『港区住宅基本計画』港区， 1993. 

Key Words (キー・ワード)

Geographic Information System (地理情報システム)， Residential Land Use (住宅系

土地利用)， Land Use Zoning (用途地域制)， Local District Plan (地区計画)，

Comprehensive Design System (総合設計制度)， Building Agreement (建築協定)



橋本・玉JII:地価高騰期における東京都内の住宅系土地利用の変化

The Transition of Residential Land Use in Tokyo 

during the Period of Sudden Rise of Land Price 

Mitsuru Hashimoto本 andHidenori Tamagawa * * 

本UrbanResearch Institute Corporation 

* *Center for Urban Studies， Tokyo Metropolitan University 

Comprehensive Urbαn Studies， No. 62，1997， pp. 5-29 

29 

This paper purposes to analyse the effectiveness of urban planning systems and 

projects for reserving or promoting the residentialland use during the bubble economy 

period， when the land price suddenly rose up and it was inclined to expel the residential 

land use. At first， we make a macro-analysis which captures the land use trend of five 

typical areas in unit of 2.5km x 1.5km. 

Next， we execute a micro-analysis for six sub-areas to find the relation between the 

physical environment， the urban planning system and the transition of residentialland 

use. These analyses reveal the possibility that the residential land use can be reserved 

or promoted by some planning systems and control such as comprehensive design 

system Csogo-sekkei-seido)， local district plan Cchiku-keikaku)， building agreement 

Ckenchiku-kyotei) and land use zoning. 




